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先行き不透明な地政学リスクと
日本のエネルギー政策

～欧米の原子力回帰や緊迫する中東情勢から
何を学ぶべきか～

　　2022年2月、ロシアがウクライナに軍事侵攻を開始してから丸4年が経過した2026年2月、米国とイス
ラエルはイランに対して軍事攻撃を開始。ウクライナ危機によってヨーロッパを中心に不安定となっていた国際
エネルギー情勢は、さらに中東情勢の緊迫化により、今、危機的状況に直面しています。
　日本エネルギー経済研究所において長く世界のエネルギーについて探究し、政府の審議会委員などを務め
てきた著者が、この危機的状況から何を学ぶべきなのか、日本のエネルギー政策はどこを目指すべきなのか、
明快に論説します。

一般財団法人 日本エネルギー経済研究所 客員研究員　十
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市
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 勉
つとむ

 氏

イ
ラ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
革
命
か
ら
47
年
目
の
2
0
2
6
年
2
月
28

日
、
米
国
と
イ
ス
ラ
エ
ル
に
よ
る
空
爆
で
ハ
メ
ネ
イ
最
高
指
導
者
と

多
く
の
革
命
防
衛
隊
の
幹
部
が
殺
害
さ
れ
た
。
イ
ラ
ン
は
、
報
復
と

し
て
周
辺
ア
ラ
ブ
諸
国
に
あ
る
米
軍
基
地
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
施
設
な
ど

を
攻
撃
し
、
石
油
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
輸
送
の
大
動
脈
で
あ
る
ホ
ル
ム
ズ
海
峡

を
事
実
上
封
鎖
し
て
い
る
。
米
軍
は
、
対
抗
措
置
と
し
て
イ
ラ
ン
の

港
を
出
入
り
す
る
す
べ
て
の
海
上
交
通
を「
逆
封
鎖
」し
て
い
る
。
中

東
依
存
度
が
高
い
日
本
に
と
っ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
す
な
わ

ち
、
国
民
生
活
や
経
済
活
動
に
必
要
な
石
油
や
Ｌ
Ｎ
Ｇ
を
妥
当
な
価

格
で
安
定
的
に
確
保
で
き
る
か
、
重
大
な
危
機
に
直
面
し
て
い
る
。

今
回
の
イ
ラ
ン
戦
争
で
想
起
さ
れ
る
の
は
、
１
９
７
０
年
代
に
起

き
た
2
度
の
石
油
危
機
で
あ
る
。
１
９
７
３
年
の
第
４
次
中
東
戦
争

の
際
に
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
な
ど
ア
ラ
ブ
産
油
国
が
米
国
な
ど
の
親

イ
ス
ラ
エ
ル
諸
国
に
石
油
の
禁
輸
措
置
を
と
り
、
当
時
の
原
油
価
格

は
約
4
倍
に
急
騰
し
た
。
１
９
７
９
年
の
イ
ラ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
革
命

で
は
原
油
生
産
の
全
面
停
止
で
さ
ら
に
約
3
倍
に
高
騰
し
て
、
世
界

経
済
は
深
刻
な
イ
ン
フ
レ
と
景
気
後
退
に
陥
っ
た
。

そ
れ
以
降
も
中
東
地
域
で
は
、
１
９
８
０
年
～
1
9
8
8
年
の
イ

ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
、
１
９
９
０
年
の
イ
ラ
ク
の
ク
ウ
ェ
ー
ト
侵
攻

と
翌
年
の
湾
岸
戦
争
、
１
９
９
３
年
の
イ
ラ
ク
戦
争
な
ど
が
相
次
い

だ
が
、
原
油
価
格
は
需
給
緩
和
を
背
景
に
比
較
的
安
定
し
て
推
移
し

た【
図
１
】。
２
０
０
０
年
代
に
入
る
と
、
北
海
や
ア
ラ
ス
カ
な
ど
の

高
ま
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
地
政
学
リ
ス
ク

高
ま
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
地
政
学
リ
ス
ク

原油価格（年平均）の歴史的な推移

出典：”Statistical Review of World Energy 2025”, Energy Institute などより筆者作成
注： 1965‐83 年はアラビアンライト原油、1984ｰ2025 年はブレント原油　実質価格は、米国CPI 指数で調整

（米ドル／バレル）
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イ
ラ
ン
戦
争
は
、
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
先
行
き
を
い
っ
そ

う
不
透
明
に
し
て
お
り
、
そ
の
安
定
確
保
が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て

い
る
。
各
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
、
資
源
の
賦
存
状
況
や
気
候
変

動
対
策
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー（
以
下
、
再
エ
ネ
）の
技
術
力
や
導

入
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
、
原
子
力
に
対
す
る
世
論
の
動
向
な
ど
で
大
き
く

左
右
さ
れ
て
き
た
。
20
世
紀
初
め
に
英
国
の
チ
ャ
ー
チ
ル
海
軍
大
臣

（
後
の
首
相
）が
、
全
艦
船
の
燃
料
に
つ
い
て
石
炭
か
ら
石
油
へ
の
転

換
を
決
意
し
た
際
、
石
油
の
安
定
確
保
に
は「
供
給
の
多
様
化
」し
か

な
い
と
述
べ
た
が
、
現
在
で
も
当
て
は
ま
る
名
言
で
あ
る
。

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
振
り
返
る
と
、
１
９
７
０
年
代
初
め

に
は
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
約
４
分
の
３
を
石
油
、
そ
の
大
部
分

を
中
東
地
域
か
ら
輸
入
し
て
お
り
、
発
電
電
力
量
の
約
７
割
を
石
油

火
力
が
占
め
て
い
た
。
し
か
し
、
2
度
の
石
油
危
機
を
契
機
に
、
官

民
を
挙
げ
て「
脱
石
油
」政
策
、
す
な
わ
ち
省
エ
ネ
ル
ギ
ー（
以
下
、
省

エ
ネ
）と
代
替
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、
２
０
１
０
年

度
に
は
発
電
電
力
量
に
占
め
る
Ｌ
Ｎ
Ｇ
・
石
炭
・
原
子
力
の
割
合
が

そ
れ
ぞ
れ
29
％
、
28
％
、
25
％
と
電
源
の
多
様
化
が
実
現
さ
れ
た
。

し
か
し
、
２
０
１
１
年
３
月
の
東
日
本
大
震
災
と
東
京
電
力
福
島
第

一
原
子
力
発
電
所
事
故（
以
下
、
福
島
原
発
事
故
）で
状
況
が
一
変
し

て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は「
脱
原
発
」へ
と
大
き
く
転
換
さ
れ
た
。

２
０
１
５
年
の
パ
リ
協
定
以
降
は
、「
脱
炭
素
」が
最
優
先
の
政
策
目
標

と
な
り
、
２
０
２
４
年
度
の
発
電
電
力
量
の
比
率
は
Ｌ
Ｎ
Ｇ
が
32
％
、

石
炭
が
29
％
、
石
油
等
が
７
％
と
化
石
燃
料
が
68
％
を
占
め
、
水
力

非
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
油
田
の
減
退
と
中
国
な
ど
の
需
要
増
で
需
給
が
ひ
っ
迫
す

る
中
、
欧
米
諸
国
が
イ
ラ
ン
核
開
発
疑
惑
に
対
し
て
経
済
制
裁
を
強

化
し
、
同
国
の
原
油
輸
出
が
激
減
し
て
原
油
価
格
は
再
び
高
騰
し
た
。

し
か
し
、
２
０
１
５
年
の
欧
米
諸
国
と
イ
ラ
ン
の
核
合
意
を
受
け
て
、

石
油
の
禁
輸
措
置
が
緩
和
さ
れ
、
市
場
は
正
常
化
に
向
か
っ
た
。

そ
の
後
は
２
０
１
５
年
の「
パ
リ
協
定
」を
契
機
に
、
脱
化
石
燃
料

の
取
り
組
み
が
進
ん
だ
が
、
現
在
で
も
石
油
と
ガ
ス
は
世
界
の
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
約
55
％
を
占
め
て
い
る
。
２
０
２
２
年
に
始

ま
っ
た
ウ
ク
ラ
イ
ナ
戦
争
で
は
ロ
シ
ア
産
石
油
・
ガ
ス
へ
の
依
存
度

が
高
か
っ
た
Ｅ
Ｕ
諸
国
が
直
撃
さ
れ
た
が
、
今
回
の
イ
ラ
ン
戦
争
で

は
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
を
通
過
す
る
石
油
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
大
半
を
輸
入
す
る

ア
ジ
ア
諸
国
が
深
刻
な
影
響
を
受
け
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
エ
ネ
ル

ギ
ー
資
源
が
安
全
保
障
や
外
交
関
係
に
き
わ
め
て
大
き
な
影
響
を
与

え
て
お
り
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
地
政
学（Geopolitics 

o f Energy

）」の
視

点
が
こ
れ
ま
で
以
上
に
重
要
と
な
っ
て
い
る
。

日
本
の
中
東
依
存
度
を
見
る
と
、
２
０
２
５
年
に
は
原
油
で
94
％

（
う
ち
ホ
ル
ム
ズ
経
由
が
93
％
）、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
で
10
・
8
％（
同
6
・

3
％
）で
あ
る【
図
２
】。
石
油
に
つ
い
て
は
、
日
本
は
官
民
合
わ
せ
て

約
8
カ
月
分
の
備
蓄
を
保
有
し
て
お
り
、
3
月
中
旬
の
Ｉ
Ｅ
Ａ 

（
国

際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
）の
合
意
に
基
づ
い
て
、
す
で
に
備
蓄
放
出
が
始

ま
っ
て
い
る
。
Ｌ
Ｎ
Ｇ
に
つ
い
て
は
、
日
本
の
中
東
依
存
度
は
低
い

が
、
約
3
週
間
分
の
操
業
在
庫
し
か
な
く
、
ま
た
、
カ
タ
ー
ル
の
液

化
設
備
の
一
部
が
イ
ラ
ン
の
攻
撃
で
操
業
不
能
に
陥
っ
て
い
る
た
め
、

紛
争
が
長
期
化
す
れ
ば
、
各
国
の
間
で
争
奪
戦
が
激
し
く
な
る
恐
れ

が
あ
る
。

不
可
欠
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
多
様
化

不
可
欠
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
多
様
化

日本の原油・LNGの輸入先・輸入量

出典：「日本のエネルギー」資源エネルギー庁 2026年3月
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ブルネイ 4.0％ アラブ首長国連邦 1.0％

LNG輸入量
（2025年）
約6,498万トン

LNG輸入先・量

中東依存度　　： 10.8％
ホルムズ依存度 ：    6.3％

原油輸入先・量

中東依存度　　： 94.0％
ホルムズ依存度 ： 93.0％

原油輸入量
（2025年）

日量約236万バレル

アラブ首長国連邦
43.3％　

サウジアラビア
39.4％　

クウェート
6.2％　

カタール 4.2％

オマーン 1.0％
その他 1.0％アメリカ合衆国 3.8％アメリカ合衆国 3.8％

エクアドル 1.1％エクアドル 1.1％
その他 3.6％

日米EUの発電電力量の構成比率（％）

出典：経産省、USEIA、Eurostat、EI ”Statistical Review of World Energy 2025 ”などより筆者作成

原子力 再エネ 火力

2010年 2024年 2010年 2024年 2010年 2024年

日本 米国 ＥＵ

を
含
む
再
エ
ネ
が
23
％
、
原
子
力
が
9
％
と
な
っ
て
い
る【
図
３
】。

非
化
石
電
源
の
比
率
を
見
る
と
、
Ｅ
Ｕ
の
70
％（
再
エ
ネ
47
％
・
原
子

力
23
％
）、
米
国
の
41
％（
再
エ
ネ
23
％
・
原
子
力
18
％
）に
比
べ
て
日

本
は
32
％
と
低
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
が
、
そ
の
主
な
要
因
は
原

子
力
発
電
所
再
稼
働
の
遅
れ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
中
、
米
国
で
は

【図2】

【図3】
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や
小
型
モ
ジ
ュ
ー
ル
炉（
Ｓ
Ｍ
Ｒ
）の
導
入
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

世
界
一
の
原
子
力
大
国
で
あ
る
米
国
で
は
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が

昨
年
5
月
に「
エ
ネ
ル
ギ
ー
優
位
性（
ド
ミ
ナ
ン
ス
）と
安
全
保
障
の
確

保
」を
目
指
し
て
、
既
設
炉
の
運
転
延
長
と
新
し
い
大
型
炉
の
建
設
、

先
進
的
な
原
子
炉
技
術
の
輸
出
を
進
め
る
大
統
領
令
に
署
名
し
た
。

Ａ
Ｉ
革
命
の
進
展
で
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
で
の
電
力
需
要
の
急
増
が
見

込
ま
れ
る
た
め
、
大
手
テ
ッ
ク
企
業
は
ク
リ
ー
ン
か
つ
安
定
的
に
供

給
さ
れ
る
電
源
と
し
て
原
子
力
へ
の
期
待
を
高
め
て
い
る
。
す
で
に

ア
マ
ゾ
ン
社
は
、
稼
働
中
の
原
子
力
発
電
所
か
ら
電
力
を
長
期
購
入

す
る
契
約
を
締
結
し
て
お
り
、
ま
た
、
Ｓ
Ｍ
Ｒ
の
導
入
を
促
進
す
る

た
め
に
開
発
会
社
へ
の
出
資
や
協
力
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
グ
ー
グ

ル
社
は
２
０
３
０
年
の
稼
働
を
目
指
し
て
い
る
小
型
炉
メ
ー
カ
ー
と

の
長
期
購
入
契
約
を
、
ま
た
、
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
社
は
１
９
７
９
年

の
ス
リ
ー
マ
イ
ル
島
の
事
故
で
難
を
免
れ
た
１
号
機
の
再
稼
働
を
後

押
し
す
る
た
め
、
発
電
会
社
の
コ
ン
ス
テ
レ
ー
シ
ョ
ン
社
と
20
年
の

購
入
契
約
を
結
ん
で
い
る
。

こ
の
よ
う
に
欧
米
で
の
原
子
力
回
帰
が
強
ま
る
一
方
、
世
界
の
原

子
力
開
発
で
中
国
と
ロ
シ
ア
が
い
ち
だ
ん
と
存
在
感
を
高
め
て
い
る
。

中
国
原
子
力
産
業
協
会
に
よ
る
と
、
２
０
２
４
年
末
で
稼
働
中
の
原
子

炉
が
57
基
、
建
設
中
が
28
基
で
、
近
々
フ
ラ
ン
ス
を
抜
い
て
世
界
２
位

に
、
さ
ら
に
承
認
済
み
を
含
め
る
と
、
２
０
３
０
年
頃
に
は
米
国
を
上

再
エ
ネ
支
援
策
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
る
一
方
で
、
Ａ
Ｉ
革
命
に
よ
る

電
力
不
足
が
懸
念
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、
Ｅ
Ｕ
で
は
電
力
価
格
の
高

騰
で
産
業
競
争
力
の
低
下
に
苦
慮
し
て
お
り
、
原
子
力
発
電
の
利
用

拡
大
の
動
き
が
強
ま
っ
て
い
る
。

福
島
原
発
事
故
を
契
機
に
、
西
側
諸
国
で
は
原
子
力
利
用
が
低
迷

し
て
い
た
が
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
戦
争
で
深
刻
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
に
直

面
し
た
欧
州
で
は
、
原
子
力
回
帰
の
動
き
が
顕
著
に
な
っ
て
い
る
。

そ
れ
ま
で
欧
州
諸
国
は
、
風
力
や
太
陽
光
発
電
な
ど
の
再
エ
ネ
開
発

を
中
心
に
世
界
の
脱
炭
素
を
主
導
し
て
き
た
が
、
ロ
シ
ア
産
の
安
価

な
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
ガ
ス
の
供
給
途
絶
で
電
気
料
金
が
高
騰
し
、
原
子

力
発
電
の
活
用
に
向
け
て
大
き
く
舵
を
切
っ
て
い
る
。

今
年
3
月
に
パ
リ
で
開
か
れ
た
国
際
会
議【
写
真
】で
、
Ｅ
Ｕ
の

フ
ォ
ン
・
デ
ア
・
ラ
イ
エ
ン
委
員
長
は「
脱
原
子
力
は
戦
略
的
に
誤
り

だ
っ
た
」と
明
言
し
、
ま
た
、
フ
ラ
ン
ス
の
マ
ク
ロ
ン
大
統
領
は
、「
原

子
力
は
競
争
力
、
脱
炭
素
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
主
権
と
い
う
目
標
の
同
時

達
成
を
可
能
に
す
る
」と
訴
え
た
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
、
２
０
２
３

年
の
法
改
正
で
原
子
炉
数
の
上
限
撤
廃
と
新
規
立
地
の
制
限
が
解
除

さ
れ
、
ま
た
、
ベ
ル
ギ
ー
で
は
、
２
０
２
５
年
ま
で
に
全
炉
廃
止
の
政

策
が
撤
回
さ
れ
て
10
年
延
長
が
決
ま
り
、
新
設
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
や
エ
ス
ト
ニ
ア
で
は
、
初
め
て
の
原
子
力
発
電

所
建
設
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
進
ん
で
お
り
、
米
国
製
の
新
型
軽
水
炉

欧
米
諸
国
に
お
け
る

欧
米
諸
国
に
お
け
る

　
原
子
力
回
帰
の
動
き

　
原
子
力
回
帰
の
動
き

第２回原子力エネルギー・サミット

2026年3月10日にパリでフランス政府と国際原子力機関（IAEA）共催による「第2回原子力エネルギー・サミット」が開催された
写真：©Alamy Stock Photo/amanaimages

原
子
力
で
先
行
す
る

原
子
力
で
先
行
す
る

　
中
国
・
ロ
シ
ア
と
ア
ジ
ア
の
動
向

　
中
国
・
ロ
シ
ア
と
ア
ジ
ア
の
動
向

回
り
、
世
界
最
大
の
原
子
力
大
国
に
な
る
と
し
て
い
る
。
中
国
の
原
子

力
の
輸
出
は
、
パ
キ
ス
タ
ン
で
稼
働
中
が
3
基
と
建
設
中
が
1
基
で
現

時
点
で
は
限
定
的
だ
が
、
今
後
は
国
内
で
培
っ
た
技
術
力
を
活
用
し

て
、
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
輸
出
拡
大
に
取
り
組
む
と
み
ら
れ
る
。

ま
た
ロ
シ
ア
は
、
資
金
力
や
技
術
力
、
人
材
力
に
乏
し
い
新
興
・

途
上
国
に
対
し
て
、
Ｂ
Ｏ
Ｏ（
建
設
・
所
有
・
運
営
）方
式
に
よ
る
原

子
力
の
輸
出
を
精
力
的
に
進
め
て
い
る
。
ロ
シ
ア
に
と
っ
て
は
、
ミ

サ
イ
ル
や
戦
闘
機
な
ど
の
兵
器
輸
出
と
同
様
に
、
長
期
に
わ
た
り
政

治
的
、
経
済
的
な
影
響
力
の
確
保
に
つ
な
が
る
。
す
で
に
、
イ
ン
ド

で
原
子
炉
２
基
が
稼
働
中
で
3
基
が
建
設
中
、
エ
ジ
プ
ト
と
ト
ル
コ

で
各
4
基
、
ま
た
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
で
は
2
基
が
建
設
中
で
、
初

号
機
の
完
成
を
間
近
に
控
え
て
い
る
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
で
は
、
経
済
成
長
に
伴
っ
て
電
力
需
要
の
大
幅

な
増
加
が
続
い
て
お
り
、
脱
炭
素
を
図
る
た
め
に
も
原
子
力
の
導
入

に
積
極
的
な
姿
勢
を
取
っ
て
い
る
。
す
で
に
ベ
ト
ナ
ム
は
、
今
年
3

月
に
、
ロ
シ
ア
国
営
原
子
力
企
業
ロ
ス
ア
ト
ム
と
同
国
で
初
と
な
る

原
子
炉
２
基
の
建
設
協
定
に
調
印
し
て
い
る
。
ま
た
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

で
は
過
去
に
中
止
し
た
原
発
建
設
の
再
開
に
向
け
て
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
や
マ
レ
ー
シ
ア
で
は
新
設
計
画
の
検
討
が
始
ま
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
台
湾
で
は
、
昨
年
5
月
に「
原
発
ゼ
ロ
」を
達
成
し
た
が
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
供
給
不
安
が
高
ま
る
中
、
台
湾
電
力
は
今
年
3
月
末
に
政

府
の
核
能
安
全
委
員
会（
原
子
力
安
全
委
員
会
）に
閉
鎖
し
た
ば
か
り

の
原
子
炉
の
再
稼
働
計
画
を
提
出
し
て
い
る
。
今
回
の
イ
ラ
ン
戦
争

は
、
石
油
・
L
N
G
の
中
東
依
存
度
が
高
い
日
本
を
含
む
ア
ジ
ア
諸
国

に
と
っ
て
、
原
子
力
発
電
の
活
用
を
促
す
要
因
と
な
り
そ
う
で
あ
る
。

【写真】
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げ
る
と
し
て
い
る【
図
4
】。
こ
の
よ
う
な
目
標
を
実
現
す
る
に
は
、

克
服
す
べ
き
課
題
が
多
い
。
ま
ず
再
エ
ネ
に
つ
い
て
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ（
固

定
価
格
買
取
）制
度
の
導
入
で
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
を
中
心
に
急
増
し
た

が
、
再
エ
ネ
賦
課
金
の
高
騰
で
家
計
や
企
業
に
過
大
な
負
担
と
な
っ

て
い
る
。
ま
た
、
太
陽
光
パ
ネ
ル
や
風
力
発
電
設
備
に
つ
い
て
、
圧

倒
的
な
供
給
力
を
誇
る
中
国
に
過
度
に
依
存
す
る
よ
う
に
な
り
、
経

済
安
全
保
障
リ
ス
ク
を
高
め
る
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
大
規

模
な
太
陽
光
や
風
力
発
電
の
開
発
は
、
自
然
環
境
の
悪
化
に
つ
な
が

り
、
各
地
で
地
域
社
会
と
の
軋あ

つ

轢れ
き

を
生
ん
で
い
る
。
特
に
太
陽
光
パ

ネ
ル
は
、
２
０
３
０
年
代
後
半
か
ら
大
量
廃
棄
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、

最
終
処
分
場
の
確
保
や
有
害
物
質
の
流
失
対
策
、
リ
サ
イ
ク
ル
費
用

の
負
担
な
ど
解
決
す
べ
き
多
く
の
課
題
を
抱
え
て
い
る
。

原
子
力
発
電
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
６
年
3
月
末
現
在
、
日
本
で

は
厳
格
な
新
し
い
規
制
基
準
を
ク
リ
ア
し
た
原
子
炉
18
基
の
う
ち
15

基
が
再
稼
働
を
果
た
し
、
3
基
が
再
稼
働
を
待
っ
て
い
る
段
階
。
ま

た
、
審
査
中
が
8
基
で
あ
る
が
、
２
０
４
０
年
度
の
目
標
達
成
に
必

要
な
30
基
前
後
に
は
遠
い
道
の
り
で
あ
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３
年

４
月
に
政
府
は
、
新
た
な
原
子
力
政
策
と
行
動
指
針
を
発
表
し
て
、

安
全
確
保
を
大
前
提
に
官
民
を
挙
げ
て
再
稼
働
の
加
速
に
取
り
組
ん

で
い
る
。
そ
の
結
果
、
立
地
地
域
と
の
共
生
や
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
対
策

の
推
進
、
ま
た
、
廃
炉
を
決
め
た
事
業
者
の
原
発
サ
イ
ト
内
で
次
世

代
革
新
炉
の
建
て
替
え
、
さ
ら
に
次
世
代
革
新
炉
の
研
究
開
発
や
人

材
の
維
持
強
化
な
ど
の
面
で
少
し
ず
つ
前
進
が
み
ら
れ
る
。

日
本
で
は
、
東
日
本
大
震
災
以
降
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
め
ぐ
っ

て
再
エ
ネ
か
原
子
力
か
の「
二
項
対
立
」の
構
図
か
ら
抜
け
出
せ
ず
に

世
界
的
な
原
子
力
回
帰
の
動
き
は
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に

も
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
２
０
２
５
年
２
月
に
閣
議
決
定
さ

れ
た「
第
７
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供

給
と
脱
炭
素
に
よ
っ
て
産
業
競
争
力
を
強
化
す
る
た
め
、
再
エ
ネ
と

原
子
力
を
最
大
限
に
活
用
す
る
と
政
策
の
大
転
換
が
な
さ
れ
た
。

２
０
２
１
年
に
策
定
さ
れ
た
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、

再
エ
ネ
は
主
力
電
源
と
し
て
最
大
限
の
導
入
を
進
め
る
が
、
原
子
力

は
可
能
な
限
り
依
存
度
を
低
減
さ
せ
る
と
し
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。

そ
の
背
景
に
あ
る
の
は
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
を
取
り
巻
く

内
外
情
勢
の
急
激
な
変
化
で
あ
る
。
海
外
で
は
、
２
０
２
２
年
の
ロ

シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
、
翌
年
の
パ
レ
ス
チ
ナ
武
装
勢
力
ハ

マ
ス
に
よ
る
イ
ス
ラ
エ
ル
襲
撃
と
中
東
紛
争
の
激
化
、
ま
た
、
中
国

に
よ
る
台
湾
武
力
統
一
に
向
け
た
動
き
な
ど
地
政
学
リ
ス
ク
が
い
ち

だ
ん
と
高
ま
っ
た
。
国
内
で
は
、
そ
れ
ま
で
電
力
需
要
は
長
期
的
に

も
低
下
傾
向
が
続
く
と
み
ら
れ
て
い
た
が
、
Ａ
Ｉ
革
命
や
電
化
の
進

展
な
ど
で
一
転
し
て
増
加
基
調
へ
と
見
直
し
が
な
さ
れ
た
。
ま
た
、

低
迷
す
る
日
本
の
産
業
競
争
力
を
強
化
し
、
経
済
成
長
と
脱
炭
素
を

両
立
す
る
に
は
、
電
力
の
安
定
供
給
と
国
際
的
に
遜
色
の
な
い
価
格

水
準
の
実
現
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

第
7
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、
電
源
別
の
発
電
電
力
量
の

構
成
比
に
つ
い
て
、
再
エ
ネ
は
２
０
２
４
年
度
の
23
％
か
ら

２
０
４
０
年
度
に
は
40
～
50
％
に
、
原
子
力
は
9
・
4
％
か
ら
20
％

に
引
き
上
げ
る
一
方
、
火
力
は
67
・
5
％
か
ら
30
～
40
％
に
引
き
下

第7次エネルギー基本計画と電力需給の見通し

出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー」2026年2月をベースに筆者作成

最終エネルギー消費量（石油換算）

2013

3.6億kL

2.9億kL 2.6~2.7億kL程度

1.1～1.2兆kWh程度

省エネ・
非化石転換

2024

石炭

石炭

天然ガス・
都市ガス

石油

その他

LNG

石油等

2040（見通し）

39%39%28%28%25%25%
（電化率）（電化率）

熱・燃料熱・燃料

発電電力量

0.99兆kWh
発電電力量1.08兆kWh

発電電力量

火　力
3～4割程度
原子力 2割程度
再エネ
4~5割程度

火　力 67.5％
原子力 9.4%
再エネ 23.0%

電力需要
0.9～1.1兆kWh程度

電力需要
0.9～1.1兆kWh程度電力需要

0.88兆kWh
電力需要
0.88兆kWh

電力電力

電力需要
0.99兆kWh
電力需要
0.99兆kWh

火　力 88.3％
原子力 0.9%
再エネ 10.9%

（年度）

電化、EV、生成AI
データセンター等

い
る
。
そ
の
際
、
再
エ
ネ
開
発
を
主
導
し
て
き
た
ド
イ
ツ
を
引
き
合

い
に
、
日
本
も
脱
原
発
を
推
進
す
べ
き
で
あ
る
と
の
意
見
を
よ
く
耳

に
す
る
。
し
か
し
Ｅ
Ｕ
で
は
、
国
際
送
電
網
が
整
備
さ
れ
て
お
り
、

各
国
の
実
状
を
反
映
し
て
地
域
全
体
で
再
エ
ネ
と
原
子
力
が
バ
ラ
ン

ス
良
く
利
用
さ
れ
て
い
る
。
経
済
成
長
と
脱
炭
素
を
両
立
さ
せ
る
上

で
、
ど
の
よ
う
な
技
術
選
択
と
政
策
が
最
適
か
は
、
各
国
の
置
か
れ

た
諸
条
件
で
異
な
る
。
日
本
は
予
見
で
き
る
将
来
に
お
い
て
、
周
辺

国
の
中
国
や
韓
国
、
ロ
シ
ア
な
ど
と
の
国
際
送
電
線
の
連
携
が
進
む

と
は
考
え
に
く
い
。
日
本
で
は
ペ
ロ
ブ
ス
カ
イ
ト
太
陽
電
池
や
洋
上

風
力
発
電
な
ど
の
導
入
促
進
が
期
待
さ
れ
て
い
る
が
、
電
力
供
給
を

全
面
的
に
変
動
性
再
エ
ネ
に
頼
る
の
は
安
定
供
給
や
コ
ス
ト
面
か
ら

制
約
が
大
き
い
。
そ
う
考
え
る
と
、
再
エ
ネ
か
原
子
力
か
の
二
者
択

一
で
は
な
く
、
両
者
が
持
つ
メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ
リ
ッ
ト
を
相
互
に
補

完
で
き
る
電
力
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。

「
日
本
列
島
を
、
強
く
豊
か
に
」と
掲
げ
て
い
る
高
市
内
閣
は
、
就

任
当
初
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
確
保
に
向
け
て
強
い
決
意
を

示
し
て
い
る
。
日
本
は
、
今
回
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
を
重
大
な
地
政

学
リ
ス
ク
と
し
て
捉
え
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
家
戦
略
を
再
構
築
す
る
好

機
と
し
て
生
か
す
べ
き
で
あ
る
。
現
在
の
イ
ラ
ン
戦
争
が
い
つ
頃
ど

の
よ
う
に
終
わ
り
、
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
の
安
全
航
行
が
可
能
に
な
る
の

か
な
ど
、
先
行
き
は
依
然
と
し
て
不
透
明
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
高

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
原
子
力
の
役
割

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
原
子
力
の
役
割

高
市
内
閣
が
目
指
す
べ
き

高
市
内
閣
が
目
指
す
べ
き

　
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略

　
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略

【図4】
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市
内
閣
が
外
交
・
安
全
保
障
政
策
の
柱
と
し
て
い
る「
自
由
で
開
か
れ

た
イ
ン
ド
太
平
洋
」構
想
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
視
点
か
ら
検
討

し
、
取
り
組
む
べ
き
課
題
に
つ
い
て
考
え
た
い
。

ま
ず
、
難
航
す
る
米
国
と
イ
ラ
ン
の
和
平
協
議
が
な
ん
と
か
合
意

に
至
り
、
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
の
航
行
が
可
能
に
な
っ
た
と
し
て
も
、
今

後
、
中
長
期
的
に
も
湾
岸
地
域
で
は
不
安
定
な
安
全
保
障
環
境
が
続

き
そ
う
で
あ
る
。
イ
ラ
ン
で
は
、
昨
年
末
か
ら
今
年
初
め
に
国
民
の

経
済
的
、
政
治
的
な
不
満
が
一
挙
に
爆
発
し
た
が
、
革
命
防
衛
隊
が

武
力
で
鎮
圧
し
た
。
た
と
え
、
今
回
の
戦
争
で
反
米
・
反
イ
ス
ラ
エ

ル
感
情
の
高
ま
り
か
ら
一
時
的
に
社
会
の
結
束
が
強
ま
っ
て
も
、
戦

争
で
国
土
が
破
壊
さ
れ
経
済
の
悪
化
が
加
速
す
れ
ば
、
革
命
政
権
の

不
安
定
化
が
避
け
ら
れ
な
い
だ
ろ
う
。
ま
た
、
イ
ラ
ン
が
Ｕ
Ａ
Ｅ
や

カ
タ
ー
ル
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
施
設
を
攻

撃
し
た
こ
と
で
、
湾
岸
ア
ラ
ブ
諸
国
と
の
関
係
が
悪
化
し
、
石
油
・

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
供
給
不
安
が
長
期
化
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

ホ
ル
ム
ズ
海
峡
を
通
過
す
る
石
油
と
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
8
割
以
上
が
ア
ジ

ア
向
け
で
あ
り
、
日
本
な
ど
ア
ジ
ア
諸
国
は
中
長
期
的
な
視
点
か
ら

脱
中
東
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
4
月
15
日
に
、
高
市
総
理
大
臣

は「
ア
ジ
ア
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
資
源
供
給
力
強
靱
化
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
」を
発
表
し
、
ア
ジ
ア
に
お
け
る
原
油
・
石
油
製
品
の
調
達
や
備

蓄
の
拡
大
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
や
省
エ
ネ
な
ど
に
、
総
額
約

1
0
0
億
ド
ル
の
金
融
面
で
の
協
力
を
行
う
と
し
て
い
る
。

一
方
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
に
つ
い
て
日
本
の
輸
入
先
を
見
る
と
、
２
０
２
５

年
に
は
中
東
諸
国
が
約
11
％
、
豪
州
が
約
40
％
で
マ
レ
ー
シ
ア
が
約

15
％
、
ロ
シ
ア
が
約
9
％
で
米
国
が
約
７
％
と
か
な
り
分
散
化
が
進

ん
で
い
る【
図
２
既
出
】。
ま
た
、
昨
年
6
月
に
は
日
本
企
業
が
参
画

す
る
カ
ナ
ダ
Ｌ
Ｎ
Ｇ
事
業
か
ら
の
新
規
輸
入
が
始
ま
っ
て
お
り
、
さ

ら
に
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が
支
援
す
る
ア
ラ
ス
カ
州
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
輸
出

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。
今
回
の
イ
ラ
ン
発
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
危
機
は
、
南
北
ア
メ
リ
カ
大
陸
の
石
油
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
開
発
を
促
進

し
、
イ
ン
ド
太
平
洋
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
に
大
き
く
貢
献

す
る
契
機
と
な
り
そ
う
だ
。

ま
た
、
今
回
の
イ
ラ
ン
戦
争
か
ら
学
ぶ
べ
き
重
要
な
教
訓
は
、
台

湾
有
事
に
伴
う
シ
ー
レ
ー
ン
の
安
全
確
保
で
あ
る
。
日
本
が
輸
入
す

る
石
油
の
ほ
ぼ
全
量
と
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
約
30
％（
中
東
3
カ
国
お
よ
び
マ

レ
ー
シ
ア
と
ブ
ル
ネ
イ
を
含
む
）が
南
シ
ナ
海
や
バ
シ
ー
海
峡
を
通
過

す
る
た
め
、
台
湾
有
事
が
起
き
れ
ば
甚
大
な
影
響
を
受
け
る
か
ら
だ
。

日
本
は
、
台
湾
有
事
を
想
定
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
面
で
も
、

米
国
お
よ
び
豪
州
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
な
ど
と
緊
密
な
連
携
と
協
力
を

い
っ
そ
う
強
化
す
る
必
要
が
あ
る【
図
5
】。

さ
ら
に
日
本
は
、
イ
ン
ド
太
平
洋
地
域
の
安
定
と
平
和
の
維
持
、

経
済
発
展
と
脱
炭
素
の
実
現
に
向
け
て
優
れ
た
省
エ
ネ
、
再
エ
ネ
、

原
子
力
な
ど
の
分
野
で
、
技
術
協
力
と
社
会
実
装
に
向
け
て
官
民
一

体
と
な
っ
て
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。
特
に
原
子
力
の
平
和
利
用
の

分
野
で
日
本
は
、
世
界
に
誇
る
技
術
力
と
人
材
力
を
持
っ
て
お
り
、

世
界
的
な
原
子
力
回
帰
を
奇
貨
と
し
て
重
要
な
役
割
を
果
た
せ
る
。

今
年
3
月
の
日
米
首
脳
会
議
で
は
、
テ
ネ
シ
ー
州
と
ア
ラ
バ
マ
州
で

日
本
企
業
も
参
加
す
る
小
型
モ
ジ
ュ
ー
ル
炉（
Ｓ
Ｍ
Ｒ
）の
建
設
で
合

意
し
た
が
、
新
た
な
第
一
歩
と
し
て
期
待
し
た
い
。

日本の石油・ＬＮＧのシーレーンと台湾有事
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十と

市い
ち 

勉つ
と
む

一
般
財
団
法
人

日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所 

客
員
研
究
員

1
9
4
5
年	

12
月
生
ま
れ

《
専
門
分
野
》	

エ
ネ
ル
ギ
ー
、
地
球
環
境
問
題

《
略
歴
》

1
9
6
8
年	

東
京
大
学
理
学
部 

地
球
物
理
学
科
卒
業　

1
9
7
3
年	

東
京
大
学
理
学
系
大
学
院 

地
球
物
理
コ
ー
ス
博
士
課
程
修
了
・
同
理
学
博
士　

1
9
7
3
年	

（
財
）日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所 

研
究
員　
　

1
9
8
3
年	

米
国
マ
サ
チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ
工
科
大
学（
M
I
T
）エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
所 

客
員
研
究
員　

1
9
8
5
年	

（
財
）日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所 

第
１
研
究
室 

室
長

1
9
9
4
年	

同 

理
事
・
総
合
研
究
部
長　

2
0
0
1
年	

同 

常
務
理
事
・
首
席
研
究
員

2
0
0
6
年	

同 

専
務
理
事（
最
高
知
識
責
任
者
）・
首
席
研
究
員

2
0
1
1
年	

同 

顧
問

2
0
1
3
年	

同 

研
究
顧
問

2
0
1
7
年	

同 

参
与

2
0
2
1
年	

同 

客
員
研
究
員

《
政
府
審
議
会
等
委
員
な
ど
》

多
摩
大
学
経
営
情
報
学
部 

客
員
教
授（
2
0
1
2
年
～
2
0
1
7
年
）

内
閣
府
行
政
刷
新
会
議 

分
科
会
Ｗ
G
評
価
者（
2
0
1
0
年
、
2
0
1
1
年
）

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会 

臨
時
委
員（
2
0
0
7
年
3
月
）

内
閣
府
経
済
財
政
諮
問
会
議 

日
本
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
・
グ
ロ
ー
バ
ル
Ｗ
Ｇ
委
員（
2
0
0
4
年
～
2
0
0
5
年
）

東
京
大
学
生
産
技
術
研
究
所 

顧
問
研
究
員（
1
9
9
9
年
～
2
0
0
5
年
）

慶
応
義
塾
大
学
経
済
学
部 

非
常
勤
講
師（
2
0
0
1
年
～
2
0
0
4
年
）

参
議
院
経
済
産
業
委
員
会 

客
員
調
査
員（
2
0
0
1
年
～
2
0
0
2
年
）

《
主
な
著
書
》

・『
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
政
学
』（
株
式
会
社
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
2
0
2
3
年
）

　

第
44
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
賞
特
別
賞
受
賞

・『
シ
ェ
ー
ル
革
命
と
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
』（
電
気
新
聞
ブ
ッ
ク
ス 

エ
ネ
ル
ギ
ー
新
書
2
0
1
3
年
）

・『
21
世
紀
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
地
政
学
』（
産
経
新
聞
出
版
2
0
0
7
年
）

　

第
28
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
賞
普
及
啓
発
賞
受
賞

・『
石
油
｜
日
本
の
選
択
』（
日
本
能
率
協
会
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
セ
ン
タ
ー
1
9
9
3
年
）

・『
第
三
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
は
起
き
る
か
』（
日
本
経
済
新
聞
社
1
9
9
0
年
）

　

第
11
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
賞
優
秀
賞
受
賞

・『
シ
リ
ー
ズ
世
界
の
企
業 

石
油
産
業
』（
編
著
、
日
本
経
済
新
聞
社
1
9
8
7
年
）

　

第
８
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
賞
受
賞

【図5】


